予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：環境管理推進費
	事業名　カーボン・オフセット推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　環境生活部環境管理課温暖化対策係　電話番号：058-272-1111（内2694 ）

　　　　　　　E-mail：c11264@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　        　　　　1,430千円（前年度予算額： 2,013千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,013
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,013

	要求額
	1,430
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,430

	決定額
	1,430
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,430


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　・カーボン・オフセットの取組については、社会に定着しているとはいえない状況であり、岐阜県産クレジットの活用のためにも普及啓発が必要である。
（２）事業内容

　　1）カーボン・オフセット普及啓発資材による普及啓発
　　　・啓発物品等の展示や頒布による普及啓発
　　2) カーボン・オフセットセミナー(情報交換・意見交換会)の開催
　　　・関係者（関係機関、行政等）が参画して会員間の相互交流、連携、情報発信を行い、カーボン・オフセットへの理解促進を図る。

    3) ３県１市によるワーキンググループ会議の開催
　　　・Ｊ－ＶＥＲをはじめとするオフセット・クレジットを、３県１市で取りまとめ、データベースとして共有し、将来的には３県１市で、クレジットの売り手と買い手のマッチングを促進し、地域内で排出したＣＯ２を地域内のクレジットで相殺するという仕組みの構築を図る。
（３）県負担・補助率の考え方

      県負担１０／１０　県単独事業のため
（４）類似事業の有無
　　　森から生まれる環境価値普及促進事業

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	　　　50
	セミナー講師報償費

	旅費
	　　 280
	セミナー講師旅費、業務旅費

	需用費
	　　　68
	消耗品費、車両燃料費

	役務費
	　　　82
	電話代、郵送料

	委託料
	　　 800
	カーボン・オフセット普及啓発物品作製委託料

	使用料・賃借料
	　　 100
	セミナー会場使用料、高速道路使用料

	負担金
	　　　50
	カーボン・オフセット推進ネットワーク会費

	合計
	　 1,430
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　「岐阜県地球温暖化対策実行計画」

　　　　温暖化対策に向けた取り組みの一つとして位置付けている。　
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　地球温暖化は、世界共通の問題として、地域からも積極的に取り組んでいく必要がある課題である。
カーボン・オフセット（※）の取組は、オフセットを行う主体自らの削減努力を促進する点で、これまで温室効果ガスの排出が増加傾向にある業務部門や家庭部門などにおける温室効果ガス排出量の削減に向けた取組を促進することが期待される。

岐阜県内の温室効果ガス排出量について、2020年度（平成32年度）に1990年度（平成2年度）比で20％削減するとした岐阜県地球温暖化対策実行計画の中期目標達成に向け、カーボン・オフセットの取組を普及・啓発するなど、着実に地球温暖化対策を推進する。
※カーボン・オフセットとは
　日常生活や経済活動において避けることができないCO2等の温室効果ガスの排出について、まずできるだけ排出量が減るよう削減努力を行い、どうしても排出される温室効果ガスについて、排出量に見合った温室効果ガスの削減活動に投資すること等により、排出される温室効果ガスを埋め合わせるという考え方。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	温室効果ガス排出量
（岐阜県地球温暖化対策実行計画の中期目標）
	1,754.5
万t－CO2
（H2）
	1,644.7
万t－CO2
（H20）
	1,602.9
万t－CO2
（H21）
	1,630.5
万t－CO2
（H22）
	1,412.4
万t－CO2
（H32）
	36.2％


	広域的な取組の実施回数（マッチングイベント、会議等）
	0回
（H21）
	2回
（H22）
	3回
（H23）
	4回
（H24）
	年3回
（H－）
	133.3％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・東海３県１市のクレジットのデータベースの更新

・中部地方におけるカーボン・オフセットの推進のためのアドバイザリーボードへの参加（第１回会議：平成25年9月）

・ちゅうぶカーボン・オフセットＥＸＰＯ（平成26年1月31日）への東海３県１市での後援。　


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

ＰＲ用ＤＶＤ（平成23年度作成）及び清流ミナモのオフセット支援型ピンバッジ（平成24年度作成）を活用して、イベント出展など様々な機会を通して、事業者、県民へカーボン・オフセットの普及を図ることができている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

〇

	カーボン・オフセットについては、岐阜県地球温暖化対策実行計画においても、温室効果ガス削減に向けた取組の一つに位置づけている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

〇

	カーボン・オフセットの取扱い件数が、順調に増加していると環境報告書に記載している企業もあり、カーボン・オフセットの取組が広がりつつある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

〇
	東海３県１市の会議など広域の取組においては、愛知県から会議室の提供などの協力を得るなど、経費の節減を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　カーボン・オフセットの取組については、社会に定着しているとは言えない状況であり、岐阜県産Ｊ－ＶＥＲをはじめとしたクレジットの活用のためにも、引き続き普及・啓発が必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　クレジットの売手には、林政部を中心に創出について助言する。

　県内の大企業、環境に関心の高い企業を中心に説明会等を行い、カーボン・オフセットへの理解を深め、フォーラムの設立、マッチングイベントへの参加促進により、カーボン・オフセットを推進していく。


